
1. はじめに

直立浮上式防波堤（以下，浮上堤と称する）は上部・

下部鋼管からなり，船舶航行の障害とならないよう静穏

時にはこれらの鋼管を海底面下に埋没させ，津波や高波

の来襲時など必要に応じ，上部鋼管を海面上まで浮上さ

せて港内波浪を低下させる全く新しい形式の可動式防波

堤である．そのため，この波浪低減効果や耐波安定性は

未だ研究段階にあり，特に，港内静穏度向上のための対

策工としての効果を検討した事例は見当たらない．

そこで本研究では，実港湾の港内静穏度解析において

現在広く適用されているブシネスクモデルを用いて，浮

上堤による静穏度向上効果を定量的に把握するととも

に，月別の波浪出現頻度に対する各岸壁の荷役稼働率に

着目し，その運用法を考察した．

2. ブシネスクモデルにおける浮上堤のモデル化

浮上堤は，実用的には直径2～3mの複数の鋼管杭から

構成され，これらの間には可動とするための隙間が設け

られているため，水理特性上は透過堤に分類されると思

われる．これをスリット式透過防波堤とみなせば，この

透過率について多くの研究事例がみられるが，本研究で

は，この透過率を再現するためのモデル化には，消波工

による反射率の再現などに多用されるスポンジ層モデル

及び透水層モデルを適用することとした．

（1）スポンジ層によるモデル化

風波に対して通常5～10m程度の計算格子を設定する

ブシネスクモデルを用いた港内波浪変形計算において

は，浮上堤周辺の波浪場を詳細に再現することはできな

い．そこで，鋼管群としての浮上堤全体を僅かに1格子

分の幅を有するスポンジ層（エネルギー吸収層）として

モデル化し，風波の透過・反射特性の再現を試みた．こ

こで，これらの再現目標には，縮尺1/5の浮上堤模型を

用いて得られた有川ら（2007a）の実験結果を用いた．

a）有川らによる浮上堤模型実験

彼らは，（独）港湾空港技術研究所所有の大規模波動

地盤総合水路内に，直径約40cmの鋼管（杭）を水路幅

方向に7本並べ（開口率：0.05，0.10，0.15），風波及び

津波を想定した規則波を作用させて，背後の透過率や前

面の反射率，鋼管への作用波圧を計測した．このうち，

堤前水深2m，波高0.8mとした風波の実験ケースを表-1

に示す．

b）スポンジ層パラメータの検定計算

スポンジ層を用いて波の透過率を再現する際には，反

射率の検定などと同様に，断面1次元の数値水路を用い

て，スポンジ層の幅Fや強度（エネルギー吸収係数 εの
値とその分布）を調整するための試行計算を必要とする．

ここで，本研究で用いた平山・平石（2002）による高次

スポンジ層内の波浪抵抗は，運動方程式に付加された次

項で算定される．
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波高［m］

0.8

堤前水深［m］

2.0

周期［s］

3.6

5.4

3.6

5.4

3.6

5.4

杭径［m］

0.4064

開口率

0.05

0.10

0.15

開口幅［m］

0.021

0.045

0.072

表-1 有川ら（2007a）による風波の実験ケース（縮尺1/5）



…………………（1）

ここに，hは静水深，Pは線流量Flux，Bは分散関係の修

正係数である．ただし，計算格子幅よりも幅狭な浮上堤

に対しては，スポンジ層の幅は1格子に固定し，エネル

ギー吸収係数のみを変化させることとした．ここで，直

径約40cmの鋼管模型に対し，計算格子幅は∆x＝1.0mと

した．これは，実機スケールで直径約2mの鋼管径に対

し，5mの計算格子幅を設定したことに相当する．

試行計算は，有川らが用いた実験条件をほぼ忠実に再

現し，水路沖側及び浮上堤前面の斜面地形や水位変動デ

ータの抽出位置も同様に設定した．ただし，数値水路の

岸側端は実際の実験水路よりも長く設定し，反射波の影

響を除外している．この結果，入射波検定時に浮上堤法

線の1.45m沖で算定された水面波形は，波の非線形化も

含めて実験波形をほぼ再現することを確認した（図-1）．

次に，浮上堤による透過率と反射率を実験と同様な方

法により算定した．すなわち，前者は，検定時に浮上堤

法線沖で出力した入射波形と再現計算時に浮上堤背後で

出力した透過波形について，それぞれ最初の有効5波の

平均波高の比として算出した．一方，後者は，浮上堤沖

の隣接する2地点で出力した20波以上の重複波形につい

て，合田らによる入・反射波分離解析法により算出した．

有川らの実験によると，標準的な開口率0.10の場合，

実海域の周期8s，12s（模型量で3.6s，5.4s）に対する浮

上堤の透過率はそれぞれKt＝0.56，0.63，反射率はそれ

ぞれKr＝0.51，0.48であり，これらの結果は両者が相反

関係にあることに矛盾しない．一方，このうち透過率を

再現するために実施した試行計算の結果，スポンジ層の

エネルギー吸収係数は，実海域の周期8s，12sに対しそ

れぞれ，ε＝3.8，4.0と設定すればよいことがわかった．

しかしながら，このとき算定された反射率はKr＝0.37，

0.35であり，相反関係こそ矛盾しないものの，当然なが

ら，浮上堤とは異なる波浪減衰過程によって透過率のみ

を合わせ込んだスポンジ層を用いて，浮上堤による反射

率を同時に再現することはできなかった．

（2）透水層によるモデル化

有川ら（2007b）は，高潮・津波シミュレータ（STOC，

富田ら，2005）のうち，鉛直方向の運動方程式を静水圧

近似し広範囲の津波伝播計算の効率を高めたSTOC-ML

を用いて，津波のような長周期の波に対する管の隙間に

よる水理特性を再現するために，空隙率と乱流モデル

（SGSモデル）を用いたモデル化を行っている．

一方，透水層モデル（平山，2001）と一方程式乱流モ

デルに基づく砕波モデル（平山・平石，2004）を組み込

んだブシネスクモデルでは，風波に対して，これらと同

様なモデル化が可能である．そこで，近藤・竹田（1983）

による直立スリットの損失水頭とDupuit-Forchheimer則

の関係を利用して，鋼管群としての浮上堤全体を僅かに

1格子分の幅を有する透水層としてモデル化し，さらに

浮上堤背後で生じる乱れによる波浪減衰を考慮し，スポ

ンジ層と同様に，風波の透過・反射特性の再現を試みた．

a）鋼管群の開口部による波浪抵抗のモデル化

近藤・竹田によると，直立スリット平板による損失水

頭係数Clは次式で表わされる．

………………（2）

ここに，Sはスリット全面積，S0はスリット開口部の面

積，Ccは流量係数である．また，スリット平板を薄い透

水層とみなすと，スリット平板の開口率S0 /Sは，透水層

の空隙率に相当するものと考えられる．

ところが，鋼管群で形成される浮上堤の波あたり面は

平板のようなフラットではないため，薄い透水層におい

てこれらの凸凹を考慮すると，浮上式防波堤の空隙率λ

は，図-2を参考に，次式のように定義できる．

…………………………（3）

ここに，dは鋼管の直径（＝薄い透水層を構成する透水

層材の代表径），w0は鋼管群の開口幅である．

すると，式（2）は，それぞれ次のように書き換えら

れる．

……………………（4）

一方，損失水頭係数Clと透水層の抵抗係数α，βとの
間には次のような関係がある．

……………………………………（5）

ここに，dwは直立スリットの壁厚，uは代表流速である．

ここで，薄い直立スリットでは，層流抵抗による波エ

ネルギー損失は乱流抵抗によるものに比べ十分小さいと

仮定し，層流抵抗に作用するパラメータαを無視すると，
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図-1 浮上堤法線前面の水面波形の比較（入射検定波） 図-2 浮上堤に対する空隙率の設定



浮上堤に対する透水層パラメータ定数λ 0，α 0，β 0はそれ

ぞれ次式で与えられる．なお，浮上堤を表現する薄い透

水層では，透水層の代表径 dは鋼管径であり，これは，

直立スリットの壁厚に等しい．これに対し，dwは数値モ

デル上与えることができる鋼管径（＝薄い透水層の幅）

の近似値であり，等間隔格子による差分計算を行う場合

には，計算格子幅の整数倍で与えられる．

…………………（6）

b）鋼管群背後の乱れの逸散過程のモデル化

波が浮上堤を透過する際に生成された乱れは直ちに消

滅せず，砕波による乱れと同様，拡散しながら波浪減衰

を生じさせると考えられる．そこで，1方程式乱流モデ

ルにおける浮上堤による乱れの生成項P*を定式化し，乱

れの逸散に対応した渦動粘性係数の定量化を試みる．

まず，薄い透水壁による損失水頭は次式で与えられる．

………………………………（7）

ここに，u＝P/D（Dは全水深）である．

ここで，ブシネスクモデルで対象とする差分計算にお

ける計算格子幅∆ xは，通常，実際のスリット壁厚に比

べ大きいので，数値計算上の近似スリット壁厚は dw≒

∆ xとせざるを得ない．すると，単位時間・単位長さあた

りのエネルギー逸散率は，式（7）を用いて次式で与え

られる．

………………………………（8）

さらに，砕波の場合と同様な乱れスケール l*＝1.5H0

（H0は沖波波高）が適用できると仮定すると，直立スリ

ットによる乱れの生成項は次式で与えられる．

……………………（9）

式（9）は，透水層パラメータと波浪物理量を用いて，

浮上堤による乱れの生成項が定量的に得られることを示

している．実際の計算では，前項で述べた透水層モデル

で浮上堤による波浪減衰量を算定するとともに，式（9）

で生成される乱れエネルギーの逸散過程から渦動粘性係

数の時空間分布を算定して，浮上堤周辺での運動量拡散

による波浪減衰量を合わせて算定する．ただし，代表流

速の絶対値は，波の分散特性を考慮して次式で算定した．

……………（10）

c）透水層による浮上堤の水理特性に関する再現性

開口率0.05，0.10，0.15とした浮上堤を透水層により

モデル化し，スポンジ層パラメータの検定計算と同様に，

風波の透過・反射特性の再現を試みた．これらの結果を，

前述したスポンジ層による結果と合わせて図-3に示す．

標準的な開口率0.10の場合，透水層によりモデル化し

た浮上堤の透過率は，周期8s（3.6s）のとき実験で得ら

れた透過率をやや過小評価するものの，実験結果を比較

的よく再現している．また，反射率は，周期 8s，12s

（3.6s，5.4s）ともに，実験結果を概ねよく再現している．

このことから，浮上堤による波浪変形を透水層モデルと

乱流モデルで表現したブシネスクモデルでは，少なくと

も風波のような短周期の波に対し，これらのパラメータ

のチューニングを行うことなく，浮上堤の透過率及び反

射率を客観的に再現できることがわかった．

一方，標準よりも狭い開口率0.05や広い開口率0.15の

場合には，これらを反映した透水層による浮上堤の透過

率は過大または過小に算定され，反射率は逆に過小また

は過大に算定された．この原因には，式（3）において，

開口率による鋼管群の開口幅と波あたり面の凹凸の比率

の違いが考慮されていないことなどが挙げられる．すな

わち，透水層によるモデル化では，開口率に対する透過

率及び反射率の変化の応答性を高めるなどの改良が必要

であると考えられる．

3. 実港湾を対象とした港内静穏度解析

N港の内防波堤に囲まれた水域に面する各岸壁（1～8

号，ただし8号岸壁は未整備）では，これらの静穏度を

さらに高めるための1つのアイデアとして，高波浪時に

航路幅の北側半分を浮上堤で遮蔽することが考えられる
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図-3 スポンジ層及び透水層による浮上堤の透過率・反射率



（図-4）．そこで，これらの岸壁を対象とした静穏度解析

を実施する．ただし図より，対象水域における静穏度向

上効果を定量把握する際には，浮上堤からの反射波は対

象岸壁（1～7号）に直接及ばないため，浮上堤による反

射率の再現精度は無視できると考えられる．したがって，

本計算においては，浮上堤による波の透過率のみに着目

することとした．このとき，透水層モデルによって算定

される透過率は，周期が短い場合，実験値に比べ若干過

小となるため，本解析では，代表周期に対して透過率が

再現できるよう，それぞれエネルギー吸収係数を調整し

たスポンジ層モデルによって再現することとした．

（1）計算条件

N港沖で観測された沖波波浪出現頻度分布をもとに，

N港に入射する代表波浪諸元として，波高1m，周期6，8，

10，12s（4種類），波向N～SW（7方位）を設定した．

浮上堤の鋼管径は2m，開口率0.10とし，設置水深は約

20mである．これらは有川らの実験で想定された施工例

に近いが（表-1参照），波高が小さく水深が浅いため，

図-1に比べ，作用波の非線形性はそれほど顕著ではない

と考えられる．なお，計算格子幅は5mとした．

さらに，これらの透過率は，以下の考察に従い，作用

波の波向きにより変化しないものと仮定した．すなわち，

小島ら（1987）の研究によると，波向きが30°くらいま

では，透過率，反射率ともに直入射（0°）のものからほ

とんど変化しない．また，浮上堤の設置位置では，すぐ

沖にある天端高水深2m程度の浅瀬による屈折効果によ

り，北寄りの入射波であっても浮上堤の法線に対する入

射角は直入射に近くなる傾向にあると想定された．

一方，浮上堤は可動式であるため，これを対象とした

静穏度解析においては，波浪条件による浮上の有無を考

慮することで何通りもの荷役稼働率を算定できる．本研

究では，浮上堤の構造上の耐波安定限界とされる作用波

高4mをしきい値として，法線前面の波高がこれより小

さい場合には，航行船舶の有無にかかわらず，少なくと

も波浪変形計算上は常に浮上しているとして各岸壁の荷

役稼働率を算定し，浮上しない場合（暫定港形）と比較

することにより，その静穏度向上効果を考察した．

（2）荷役稼働率の算定結果

暫定港形において浮上堤位置（案）での沖波に対する

波高比及び波浪出現頻度を算出した結果を図-5に示す．

まず，N港への入射波向による波高比の変化をみると，

波向W及び波向N，NNWの場合に，浮上堤法線位置で

波高比が高くなることがわかる．このうち前者は，N港

西側の開口部から浮上堤法線位置へ，沖波が直接入射す

るためと考えられる．一方，後者は，内防波堤のすぐ沖

にある浅瀬により，北寄りの波が屈折・浅水変形して内

防波堤開口部へ来襲するためと考えられる．また，波向

Wを除き，周期が長くなるほど波高比が増加する傾向は，

これらの波浪変形に加え，沖防波堤開口部からの回折波

の伝播特性によって説明することができる．

次に，浮上堤法線位置における波浪出現頻度をみると，

波高0.25m以下で周期9s以下の波浪が年間の60％程度を

占め，波高1.75mを超えるような波はほとんど来襲しな

いことが推定された．したがって，浮上堤は年間を通じ

て浮上可能であることが判明した．

さらに，N港1～7号岸壁を利用する3,000DWTクラス

の一般貨物船を対象として，標準解析法に従い，暫定港

形及び浮上堤を常に浮上させた場合に，各岸壁で期待さ

れる荷役稼働率（通年）の算定結果を図-6に示す．1～3

号及び6号岸壁では，浮上堤を浮上させない暫定港形に

おいても目標稼働率である97.5％をすでに満足している

が，浮上させることで，ほぼ99％以上の荷役稼働率を実

現できることが推定される．一方，暫定港形において目

標稼働率を僅かに下回る7号岸壁に加え，現地でのヒア
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図-4 N 港内防波堤の内水域に面する岸壁及び浮上堤の位置 図-5 浮上堤法線位置での波高比及び波浪出現頻度（暫定港形）



リング結果でも実際に静穏度が低い 4号岸壁（92.5％）

及び5号岸壁（91.2％）でも，浮上させることで目標稼

働率を満足し，荷役稼働率はそれぞれ99.1％，98.6％に

まで改善されることが推定された．特に4号，5号岸壁は

隅角部に位置し，入射波が多重反射されることが問題で

あったが，浮上堤によりこの水域への入射波自体が低減

されたことがその要因であろうと推測される．

（3）浮上堤の運用法に関する考察

以上のように，浮上堤による静穏度向上効果は確認で

きたものの，実際の運用にあたっては，当然，これらの

岸壁を利用する船舶の航行を妨げないことが前提である．

一方，このような問題を解決するために，船舶の航行

に合わせて浮上堤の浮上と沈降を頻繁に行うことは，オ

ペレーションの手間と費用の面でも効率が悪い．そこで，

暫定港形において静穏度が最も低い5号岸壁を対象とし

て月別の荷役稼働率を算定し，浮上の有無による各月の

稼働率の違いを考察した．結果を図-7に示す．

この岸壁では，暫定港形における通年の荷役稼働率は

目標稼働率を大きく下回っていたが，月別にみると，5

月と6月には少なくとも99％以上の荷役稼働率が確保で

きていることがわかる．しかし，7月から4月にかけての

台風来襲時と冬季風浪時に静穏度が悪化し，特に北寄り

の波が卓越する 11月から 2月にかけての荷役稼働率は

85％を下回ることが明らかとなった．一方，これらの期

間に最善のオペレーションを行い，浮上堤を頻繁に浮上

させた場合には，概ね目標稼働率97.5％を満足すること

ができるものの，9月と2月の稼働率は，浮上堤によって

も97.5％を僅かに下回ることが明らかとなった．

したがって，浮上堤によってN港5号岸壁の荷役稼働

率を通年にわたり改善するためには，台風来襲時及び冬

季風浪時に集中的なオペレーションを実施するととも

に，合わせて沖防波堤の延伸や波除堤の設置などを行い

浮上堤法線位置における波浪出現頻度をさらに改善する

など，ソフト的な対応とハード的な対応のバランスを図

ることが有効と考えられる．

5. おわりに

本研究では，浮上時には透過堤となる浮上堤をスポン

ジ層あるいは透水層を用いてモデル化し，その妥当性を

検証するとともに，N港内防波堤の開口部に設置した浮

上堤による港内静穏度の向上効果やその運用法について

検討した．この結果，浮上堤の運用法を検討する際には

月別の荷役稼働率を算定することが有効であることなど

が明らかとなった．ただし，透過率を再現したスポンジ

層では反射率が再現されないことに留意するとともに，

透水層による波の透過率や反射率について，異なる開口

率に対する再現性をさらに向上させる必要がある．
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図-7 N港5号岸壁における荷役稼働率（月別）
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